3大都市圏都心部における都市化経済規模のシミュレ-ション分析-企業に関する行動分析の応用 by 神頭 広好
〔論　　説〕
3大都市圏都心部における都市化経済規模の
　　　　　　シミュレーション分析1
　　　　一企業に関する行動分析の応用一
神　頭　広　好
1　はじめに
　「集積の経済」に関する研究は，主として経済地理学，地域経済学及び都
市経済学においてなされている。取り分け，集積の経済の概念については
Weber，　Hoover及びIsardに負うところが大きい。そこでは，同経済は「規
模の経済」「地域特化の経済」及び「都市化の経済」から構成されている。最
近では，Richardson［1973］は家計，経営及び社会の3つの観点から集積の
経済の分類を試みている。特にそこで彼は「社会的集積の経済」を家計及び
企業に共通してもたらされる公共サービスや便益における効率性と，技術の
普及及び開発における刺激の発源としての大都市の体系的機能として位置づ
けている。ところで，「規模の経済」及び「地域特化の経済」に関する理論的
研究やそれに基づく実証分析は，製造業を対象に比較的多くなされてきてい
る2。しかし，「都市化の経済」だけに照準を充てた理論モデルやそれに関する
実証研究については，あまり多いとは言えない3。
　そこで，本研究では，上記の「都市化の経済」に着目して空間的動学の観
点から，まずミクロ経済理論に基づいた企業の利潤最大化行動を仮定して，
それに基づく最大化条件式から都心部における「都市化の経済水準」（ここで
は以後「都市化経済規模」と呼ぶ）を導出するための分析手法4を提示する。
次いで，同分析手法を3大都市圏都心部に応用してシミュレーション分析を
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行なう。
II理論モデル
　まず，企業に対する都市化経済規模5は「都心からの距離」に依存しており，
都心部を中心に円形に拡がった同質平野上に存在する企業の生産関数（Q）は
次のコップ＝ダグラス型6を仮定する。
　　　　　　　　　Q一　Q（A（t），　K，　L）一A（t）KaLi－a．
ただし，A（の：都市化経済規模，彦：都心部からの距離，　K：資本，　L：土地
投入量（敷地面積），α：係数（0＜α＜1）7
さらに，その企業の費用（C）は次のように仮定する。
　　　　　　　　　　　　　C＝　r（t）L＋　iK．
ただし，r（t）：単位面積当たり地代，　i：資本当たり価格
また，その企業の利潤（π）は次のように書くことができる。
　　　　　　　　　　　　　　rr＝PQ－C．
ただし，p：生産者価格を示す。
　ところで，ここでの生産関数（Q）は規模に関して収獲不変が仮定されてお
り，後に空間が限定されることや生産の最：適水準が一意的に決まらないこと8
を考慮して，資本土地比率（KIL）を々として，敷地面積当たり生産関数（厳
密には生産性関数）QILをqとすると，
　　　　　　　　　　　　一SII－q－A（t）lea　（i）
と書くことができる。さらに，利潤は次のように書き換えられる。
　　　　　　π一Pq（A（の，　le）一r（t）一ile＝PA（t）kα一r（の一ile．
ここで，企業が利潤を最大化するように行動することを仮定すると，最大化
のための1階の条件は，
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　　　　　　　　　　f／　；＝＝　pA’（　t）　lea一　r’（　t）　＝一　o，　（2）
　　　　　　　　　　S／　一　apA（t）　lea－i－i一一　o．　（3）
また，最大化のための2階の条件（42π〈0）が満足されていると仮定すると，
上記（2）及び（3）式から，次式が導かれる。
　　　　　　　　　　　　　1　A’（t）　一　r’（t）
　　　　　　　　　　　　　α．4（の一当ん’
さらに，A（t）が少なくとも1単位存在している地域を都心部の都市化経済規
模が及ぼしている限界地域として，都心部からその地域に立地している企業
までの距離をtmとすれば，　A（励＝1と書くことができる。また，都心部の半
径をorとして上式をtで積分すると，
　　　　　　　　　　÷r鋼4’一掘㌧（t）d・・
したがって，
　　　　　　　　　　　1・g姻一老（r（U）一・（t・））
または，
　　　　　　　　　A（u）　一　exp　（一£・　g－le　（r（u）　一　r（　t．）））．　（4）
ここで，αは（1）式を時間で微分すると，
　　　　　　　　　　　　　　・一叢／穿
と表わされる。したがって，αは「敷地面積当たり資本（投資）に対する生産
の弾力性」を示しており，これと敷地面積当たり資本（投資）（ik），都心部の
地代（r（u））及び限界地の地代（r（tm））を（4）式に代入することによって，
利潤最大化による最大化条件式から都心部における都市化経済規模A（u）を
導出することができる。
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IIIシミュレーション分析
　前節（4）式を用いて，3大都市商都心部を東京特別区，名古屋市，大阪市と
して，各都心部における都市化経済規模に関するシミュレーション分析9を試
みた。その結果については，図1及び図2に示されている通りである。
分析及びその考察
　都市化経済規模に関するシミュレーション分析の結果及びその考察につい
ては以下の通りである。
（1）図1一（1＞から東京特別区の場合，都市化経済規模は「敷地面積当たり投
　資に対する生産弾力性（α）」が大きいほど，また限界地の地代が小さいほ
　ど大きい。これは，企業の経営努力10と都市圏が拡大すればするほど都心部
　の都市化経済規模が大きくなることを意味している。逆に，と言うよりは
　むしろ都心部の都市化経済規模は，企業の経営努力と都市圏の拡大を促す
　ことを示唆している。
②　図1一（2）から名古屋市の場合，特に限界地周辺において東京特別区ほど
　αの差による都市化経済規模の差は大きくはないが上記（1）と同様なことが
　言える。また，αが0．1，0．5及び0。9における各A（u）の関数が1点で交
　差している点は，αが0．1，0．5及び0．9に拘わらず同じ都市化経済規模（ほ
　ぼ1．0）を示しており，限界地における敷地面積当たり地代は，ほぼ5千円
　位である。言い換えれば，この様な状態llにおいて，都心部における競合す
　る企業は，資本の単位当たり価格（i）の低下を通じてしか他企業を上回る
　利潤を得ることができない。
（3）図1一（3）から大阪市の場合，特に限界地周辺において東京特別区と比較
　してαの差による都市化経済規模の差はそれほど大きくはないが上記（1）
　と同様なことが言える。
（4）図2一（1）からα＝0．1の場合，3大都市圏の各都心部における都市化経済
　規模を比較すると，限界地の地代に拘わらずその規模は東京特別区が最も
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　大きく，次いで大阪市及び名古屋市の順に小さい。また，限界地の地代が
　大きくなるにつれて，目盛りの取り方によるが，同図においては，ほぼ同
　じ間隔で比例的に減少していく。
（5）図2一（2）からα一〇．5の場合，3大都市圏の各都心部における都市化経済
　規模を比較すると，上記（4）同様に限界地の地代に拘わらずその規模は東京
　特別区が最も大きく，次いで大阪市及び名古屋市の順に小さい。また，限
　界地の地代に対する都市化経済規模の減少割合は，他の2つの都心部のそ
　れと比較して東京特別区が高い。
（6）図2一（3）からα＝0．9の場合，上記（4）及び（5）同様に3大都市圏の各都心部
　における都市化経済規模を比較すると，限界地の地代に拘わらずその規模
　は東京特別区が圧倒的に最も大きく，次いで大阪市及び名古屋市の順に小
　さい。また，限界地の地代に対する都市化経済規模の減少割合についても，
　他の2つの都心部と比較して東京特捌区が圧倒的に高い。
（7）上記（4），（5）及び（6）から，都心部における都市化経済規模の大きさは，「敷
　地面積当たり設備投資」が一定のもとで，生産の伸び率を増々高め，都心
　部の地代と限界地の地代の相対的な差を広げ，さらに都市圏を拡大させる。
　言い換えれば，大都市圏都心部における企業の経営努力と同時に大都市圏
　圏域（限界地）の拡大が伴えば，都心部における都市化経済規模が自ずと
　高まることを意味しており，ここでは最も高い本社機能を有する企業が多
　い東京特別区ほどその傾向は強いと言える。上記については，以下の図に
　整理されている。
鴛灘誓一一欝選
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図2　3大都市圏都心部におけるα別都市化経済規模及び限界地地代
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W　おわりに
　本研究では，まず企業の生産関数を「都市化経済規模」を組み込んだコッ
プ＝ダグラス型生産関数として，費用制約の下での企業の利潤最大化による
最大化条件式から，都心部における都市化経済規模の大きさを計測するため
の分析手法を導出した。次いで同分析手法を3大都市圏都心部に応用してシ
ミュレーション分析を試みた。その結果，都心部における都市化経済規模の
大きさは，都心部に存在する企業の経営努力を高め，都市圏の拡大を促すこ
となどが考察された。また，3大都市圏都心部の各地代問に大きな差が見ら
れるため，たとえ各都心部における「敷地面積当たり資本」が大きく異なっ
ているとしても大局的にはほぼ同様な分析結果が得られるものと予想され
る。しかし，本分析において調査データの整合性から企業の敷地面積を建築
面積に代用させており，建築面積及び設備投資額の各々データについては全
国企業の平均値を代用して分析しているため，ここでは正確に3大都市圏都
心部別の都市化経済規模に関する特徴は把握されていないこと，さらに，東
京都心部を除くと他の2つの都心部における地理的空間（同質平野の中心に
位置する円形の都心部）の仮定の適合性が共に低いことなどに注意する必要
がある。したがって，今後各大都市圏別都心部の都市化経済規模に依存して
いる企業とそうでない企業に分けた上で，企業別のデータを用いてシミュ
レーション分析を行う必要がある。さらに，国際的視野から比較的同心円タ
イプの都市圏を有する中心都市を選択した上で，例えばサンフランシスコ及
びロンドンなどの都市に本モデルを応用して行きたい。
注
1　本論文は，経営学会中部部会（’92／3月）で発表した論文に加筆修正を施したもので
あり，「財団法人シキシマ学術・文化振興財団」の研究助成によるものである。
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2　例えば，「規模の経済」については企業の費用関数を応用した理論モデル及びその実
　証分析が比較的多く見られる。一方「地域特化の経済」については特化係数を用いた
　研究や同係数を応用したEconomic－Baseモデルなどがある。
3　ただし，「都市化の経済」を含む「集積の経済」を1つのバスケットとして，都市人
　口，労働人口等を組み込んだ生産関数を用いることによって，都市における「集積水
準」や「集積の経済効果」及び「集積の不経済効果」を導出させるためのモデル構築
　がなされている。例え一ば，Kawashima［1975］，　Seagal［1976］，　Rebenau［1979］，
　Tabuchi［1986］及びHenderson［1988］などがある。
4　ここでの分析手法は神頭［1991］をベースにしている。
5　ここでの「都市化経済規模」とは，異種産業に属する多くの企業の集中立地によっ
　てもたらされる接触（face－to－face）の利益不況の緩和及び都市的アメニティの存在
　等による売上に反映される便益を意味する。
6　ここで採用する生産関数はピックスの中立的技術進歩率を組み入れたものと同じで
　ある。他にも生産関数型としてCES型やトランスログ型などがある。これら生産関数
　の詳細については，辻村［1981］及びHeathfield　and　Wibe［1987］等を参照せよ。
7　この制約は，限界生産力逓減を仮定しているためである。また，後のシミュレーショ
　ン分析にも係わってくる。
8　これについては，Heathfield　and　Wibe［1978，　pp，86－89］を参照せよ。
9　同分析においては，αの制約を満たすように0．1，0．5及びO．9の3段階に分け，資
　本（投資）ikに関しては，企業（商業及びサービス業）における設備投資額の年平均
　値を，また，調査データの整合性から，敷地面積（L）については建築面積と比例的関
　係が見られるため企業（商業及びサービス業）当たりの平均建築面積をそれぞれ用い
　た。なお，これらのデータは「日本統計月報」総務庁統計局，1992年2月に掲げられ
　ており，ここでは1988年のデータを利用した。また，地代（r）については，地代と
　地価とに比例的関係が存在することから各都心部における1988年の平均地価データ
　（「各都道府県地価調査」地域経済総覧，東洋経済新報社，1990年）を用いた。
10　ここでの経営努力とは，効率的経営を意味しており，投資に対する生産性の伸びを
　示すαを指す。
11　すなわち，この様な状態とは，都心部の急速な空間的拡大か都市圏の急速な空間的
　縮小によって，都心部＝都市圏となるか，または都心部の地代の急速な減少か限界地
　の地代の急速な上昇によって，都心部の地代＝限界地の地代となるかのどちらかに
　よって説明される。
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